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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社グループでは、株主をはじめとするすべてのステークホルダーの皆さまから信頼される誠実で透明性の高い経営を実現するため、コーポレ

ート・ガバナンスが有効に機能する経営組織体制・経営システムの構築・維持を重要な経営課題の一つと認識しており、社会環境、法制度等の変
化に応じた経営監視体制など、当社グループにふさわしい仕組みを随時検討し、コーポレート・ガバナンスの更なる強化に向け継続した改善を図
ることを基本方針としております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則について、全てを実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１-４ 政策保有株式】

　当社は、相手企業との取引関係の維持・強化または効率的な施工のための連携等を目的として、政策保有株式を保有しております。個別の政
策保有株式については、定期的・継続的に、当社との取引状況やシナジー状況、業績や配当の状況等に鑑み保有目的が適切か取締役会におい
て検証しております。直近においては2018年9月21日に開催した取締役会において上記に基づき保有の適否を検証し、継続保有意義の乏しい株
式については売却することを決定いたしました。

また、政策保有株式に係る議決権行使については、企業価値を向上させる議案には賛成し、企業価値を毀損させると判断される議案には反対い
たします。

なお、不祥事やコンプライアンス違反およびＥＳＧ課題への取り組み等に著しく問題がある行為は、企業価値を毀損するものと見なしますが、それ
らの行為と各議案を個別に精査した上で、議案への賛否を判断いたします。

【原則１-７ 関連当事者間の取引】

　当社は、競業取引、取締役と会社間の利益相反取引を取締役会承認事項としており、毎期「競業取引、利益相反取引、関連当事者取引および
他会社等の重要な兼職状況の確認について」にて確認管理しております。

【原則２-６ 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　年金資産の運用については、経営企画部長・財務部長・人事部長をはじめ、受益者代表としての労働組合幹部等で構成される退職年金資産運
用委員会において方針の決定や定期的なモニタリングを行い、年金資産運用の適正化を図っております。

　また、企業年金の運営については、担当組織において必要な経験や資質を備えた人材を配置するとともに育成を行い、運用機関に対して運用
実績や運用方針等を勘案して総合的に評価・モニタリングを行っております。

【原則３-１ 情報開示の充実】

I)当社は、グループ理念として「技術力を培う　豊かさを求める　社会に貢献する」を掲げ、誠実性と透明性を経営上の基本的な規範として事業運
営に取り組んでおります。

　また、2016年度からの５ヵ年中期経営計画において、中期ビジョンを「グループ総力を結集し、トータルソリューションで新たな成長ステージへ」と
定め様々な取り組みを推進しております。

　なお、詳細については当社ウェブサイトに掲載しておりますのでご参照ください。

　(http://www.exeo.co.jp/ir/housin/keikaku.html)

II)当社グループでは、株主をはじめとするすべてのステークホルダーの皆さまから信頼される誠実で透明性の高い経営を実現するため、コーポ
レート・ガバナンスが有効に機能する経営組織体制・経営システムの構築・維持を重要な経営課題の一つと認識しており、社会環境、法制度等の
変化に応じた経営監視体制など、当社グループにふさわしい仕組みを随時検討し、コーポレート・ガバナンスの更なる強化に向け継続した改善を
図ることを基本方針としております。

III)当社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関しては、企業価値の増大に寄与し、短期及び中長期の業績向上に対するインセンティ
ブが有効に機能すること、また、情報通信ネットワーク構築のリーディングカンパニーとして、優秀な人材が確保できる水準であることを基本方針と
しております。

　その報酬総額は株主総会の決議により定められた報酬等上限枠の範囲内において決定しております。

　取締役の報酬は基本報酬・賞与・ストックオプションで構成され、その具体的内容は以下のとおりであります。

　基本報酬は、役位に応じた固定報酬とし、経営環境・世間水準を考慮して適正な水準で設定しております。



　賞与は、当事業年度の連結利益による業績連動を基本として、経営環境等を総合的に勘案して決定しております。

　ストックオプションは、企業価値向上への意欲を一層高めるため、中長期インセンティブとして役位に応じて付与しております。

　社外取締役及び監査役の報酬は、業務執行から独立した立場であることから、固定の基本報酬のみとしております。

IV)取締役候補は、人格・識見ともに優れ、強い倫理観や変革を進める行動力、指導力等を有し、的確な意思決定ができる者を、取締役会の内部
機関である「指名委員会」の審議を経て代表取締役が推薦し、取締役会において適否を審議、内定し、株主総会に諮る方法をとっております。

代表取締役及び役付取締役については、取締役会において選解任を決定しております。

取締役会は、解任すべき取締役がある場合は、株主総会へ当該取締役の解任議案を上程することとしております。

監査役候補は、企業経営の経験や財務及び会計に関する専門知識等、監査役としての役割を果たすうえで必要となる高い識見を持った者を代表
取締役が推薦し、監査役会の同意を得て株主総会に諮る方法をとっております。

V)取締役・監査役候補の指名・解任にあたっては、株主総会招集通知等において、その理由を開示しております。

【補充原則４-1-1】

　当社は、取締役会規程等により、委任の範囲を明確に定めることに加え、経営の意思決定・監督機関としての取締役会と社長の意思決定およ
び業務執行を補佐する経営会議を設けております。

　また、取締役会では、当社の経営戦略や事業計画等について、社外取締役を交えて自由な意見交換のもとで議論を行っており、適宜、会社概
況や業績概況の報告を受け、経営状況の監視を行っております。

【原則４-９ 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２、第445条の４、および同取引所が定める独立性に関する判断基準（「上場
管理等に関するガイドライン」）に従い、独立役員を確保することとしております。

　なお、各独立役員の選任の理由は、下記「II 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の

状況」に記載のとおりであります。

【補充原則４-１１-１】

　取締役の構成において、来歴、専門分野等のバランス・多様性を確保することにより、取締役会の活性化やガバナンスの向上を図っております。

　取締役の員数は、激しく変化する事業環境等に迅速かつ的確に対応できる体制と考えており、執行役員制度を採用することにより意思決定のさ
らなる迅速化を図っております。

　取締役の選任に関する方針・手続は、上記「原則３－１（IV）」に記載のとおりであります。

【補充原則４-１１-２】

　取締役・監査役の兼任状況は、期待する役割・責務を果たすうえで合理的な範囲内となっております。

　なお、取締役・監査役の重要な兼職の状況及び社外役員の主な活動状況を、株主総会招集通知において毎年開示しております。

【補充原則４-１１-３】

　当社では、取締役会の機能を向上させ、企業価値を高めることを目的として、取締役会の実効性につき、外部機関の助言を得ながら自己評価・
分析を実施しております。

　全取締役・監査役を対象にアンケートを実施し、外部機関による集計・分析を行い、客観性を確保した分析結果ならびに取締役会での議論を踏
まえ、当社の取締役会は規模・構成・運営状況等において、経営上重要な意思決定や業務執行の監督を行うための体制が構築されていると確認
しました。

　一方で、新規事業分野、グローバル化の推進やガバナンス強化に向けた今後の取締役会構成についての意見や、２０１７年度より開催している
各事業部の事業戦略や方向性、課題について議論する「取締役ベクトルミーティング」の更なる充実を図る必要性について、意見を共有しました。

　今後、当社の取締役会では本実効性評価と意見を踏まえ、実効性の向上に向けて十分な検討を行い、取締役会の機能を高める取組を継続的
に進めてまいります。

【補充原則４-１４-２】

　取締役・監査役は、知識や能力の向上を図るため、自己研鑽に努めるとともに、継続的に社外研修への参加や役員研修を受講することとしてお
ります。

【原則５-１ 株主との建設的な対話に関する方針】

　当社では、経営企画部をＩＲ担当部署としており、専任者を配置しております。株主及び投資家とのコミュニケーションを重視し、開かれた株主総
会や積極的でわかりやすいＩＲ活動などを通じて、当社グループへの理解を深め、適正な評価と信頼をいただけるよう取り組むことを基本方針とし
ております。

【補充原則５-１-２】

I）経営企画部に専任のＩＲ担当者２名を配置し、経営企画担当役員をIR担当役員に指定しております。

II)ＩＲ担当者は、建設的な対話を行うために必要な情報である業績・各種施策の進捗状況、将来に向けた営業戦略等を収集するため、主要な会議
に出席するとともに、適宜、関係部署との意見交換を行っております。

III)機関投資家および証券アナリスト向けの決算説明会を年２回実施し、代表取締役が業績等の説明を行っております。また、当社の事業内容や
技術力・現場力の高さについて理解を深めていただくための「事業説明会」、「現場説明会」を適宜開催しております。

IV)対話における質問・意見については、適宜取りまとめ、経営陣に直接フィードバックし、当社経営のレビュー等に活用しております。

V）「インサイダー取引に関するリスク別マニュアル」および「ＩＲ活動における基本行動要領」を定め、インサイダー情報の管理を徹底しております。



２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 13,387,500 14.09

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6,346,400 6.68

協和エクシオ　従業員持株会 3,926,653 4.13

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井住友信託銀行再信託分・住友電気工業株式会
社退職給付信託口）

3,766,900 3.97

BBH FOR MATTHEWS JAPAN FUND 2,869,500 3.02

住友不動産株式会社 2,081,600 2.19

住友生命保険相互会社 2,000,000 2.11

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社・三井住友信託退給口 1,834,000 1.93

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 1,568,500 1.65

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 1,391,277 1.46

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 建設業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 15 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

北井　久美子 弁護士

金澤　一輝 他の会社の出身者

小原　靖史 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

北井　久美子 ○

（業務執行者であった法人等）

厚生労働省

中央労働委員会

中央労働災害防止協会

ＴＭＩ総合法律事務所

東京都公安委員会（現在）

勝どき法律事務所弁護士（現在）

当社と上記法人等との間には重要な取引
等の関係がないため、当社の意思決定に
影響を与える利害関係はないと判断して
おります。

　弁護士としての専門知識のほか、中央省庁
等の要職を歴任した幅広い識見を有し、これま
で社外取締役として当社の重要な経営判断の
場において適切な助言及び提言を行ってきた
実績から、今後も取締役会の監督機能の強化
と透明性の確保への貢献が期待できるため、
社外取締役に選任しております。

　また同氏は、東京証券取引所の「上場管理等
に関するガイドライン」における、一般株主と利
益相反の生じるおそれがあると判断する基準
に該当していないことから、独立役員として指
定しております。



金澤　一輝 ○

（業務執行者であった法人等）

川崎製鉄株式会社

ＪＦＥエンジニアリング株式会社

ＪＦＥホールディングス株式会社

学校法人中部大学

当社と上記法人等との間には重要な取引
等の関係がないため、当社の意思決定に
影響を与える利害関係はないと判断して
おります。

　ＪＦＥホールディングス株式会社等の役員とし
て企業経営等の豊富な経験と幅広い識見を有
し、これまで社外取締役として当社の重要な経
営判断の場において適切な助言及び提言を
行ってきた実績から、今後も取締役会の監督
機能の強化と透明性の確保への貢献が期待で
きるため、社外取締役に選任しております。

　また同氏は、東京証券取引所の「上場管理等
に関するガイドライン」における、一般株主と利
益相反の生じるおそれがあると判断する基準
に該当していないことから、独立役員として指
定しております。

小原　靖史 ○

（業務執行者であった法人等）

トヨタ自動車株式会社

トヨタ東京カローラ株式会社

大阪トヨタ自動車株式会社

当社と上記法人等との間には重要な取引
等の関係がないため、当社の意思決定に
影響を与える利害関係はないと判断して
おります。

　トヨタグループにおける豊富な経営経験と幅
広い識見を有し、当社の重要な経営判断の場
における適切・有益な助言及び提言が期待で
きることから、取締役会の監督機能の強化と透
明性の確保につながると判断したため、社外取
締役に選任しております。

　また同氏は、東京証券取引所の「上場管理等
に関するガイドライン」における、一般株主と利
益相反の生じるおそれがあると判断する基準
に該当していないことから、独立役員として指
定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 5 0 3 2 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 4 0 3 1 0 0
社内取
締役

補足説明

　当社は、取締役と社外取締役とが構成員となる指名委員会と報酬委員会を設け、各取締役の評価基準や報酬基準等の共通認識を高め、監督
機能の向上を図っております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は、会計監査人との間で、会計監査における年度計画策定時の意見交換及び四半期・年度監査に関する報告会等の定例会合を通じ

て、また、内部監査部門との間では、内部監査における年度計画策定時の意見交換及び業務監査に関する報告会等の定例会合を通じて、適正

な監査意見形成のための実効的な連携に努めております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

目黒　高三 公認会計士

荒牧　知子 公認会計士 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

目黒　高三 ○

（業務執行者であった法人等）

中央青山監査法人

あらた監査法人

目黒会計事務所（現在）

当社と上記法人等との間には重要な取引

等の関係がないため、当社の意思決定に

影響を与える利害関係はないと判断して

おります。

　公認会計士としてこれまで培った財務及び会
計に関する豊富な経験と専門知識を有してお
り、社外監査役としての職務を適切に遂行する
ことが期待できるため、社外監査役に選任して
おります。

　また同氏は、東京証券取引所の「上場管理

等に関するガイドライン」における、一般株主と

利益相反の生じるおそれがあると判断する基

準に該当していないことから、独立役員として
指定しております。

荒牧　知子 ○

（業務執行者であった法人等）

センチュリー監査法人

通商産業省

日本アイ・ビー・エム株式会社

荒牧公認会計士事務所（現在）

株式会社三城ホールディングス

日本年金機構の資産管理の在り方に関
する会議委員

独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管
理機構有識者会議委員（現在）

当社と上記法人等との間には重要な取引
等の関係がないため、当社の意思決定に
影響を与える利害関係はないと判断して
おります。

　公認会計士及び税理士として財務及び会計
に関する豊富な経験と専門知識を有し、社外監
査役としての職務を適切に遂行することが期待
できるため、社外監査役に選任しております。

　また同氏は、東京証券取引所の「上場管理等
に関するガイドライン」における、一般株主と利
益相反の生じるおそれがあると判断する基準
に該当していないことから、独立役員として指
定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

　独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入



該当項目に関する補足説明

　当社は株式報酬型ストックオプション及びストックオプションを付与しております。

・株式報酬型ストックオプション

　企業価値向上への意欲を一層高めることを目的に、長期インセンティブとして株式報酬型ストックオプションを付与しております。

・ストックオプション

　当社グループの業績向上や企業価値の増大、株主重視の経営意識を高めることを目的に、インセンティブとしてストックオプションを付与してお

ります。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員、子会社の取締役、その他

該当項目に関する補足説明

　株式報酬型ストックオプションは当社社内取締役及び執行役員並びに子会社（完全子会社）の取締役の一部及び執行役員に、ストックオプション
は当社社内取締役、執行役員、従業員の一部及び子会社（完全子会社）の取締役の一部に付与しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2017年度における当社の取締役及び監査役の報酬等の額

　取締役　　１１名　　２７０百万円　（うち社外取締役 　２名 １６百万円）

　監査役　　　４名　　　５４百万円　（うち社外監査役　 ２名 １３百万円）

（注）１．上記には、2017年６月23日開催の第63回定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任した取締役２名を含めております。

　　　２．上記には、無報酬の取締役１名を含めておりません。

　　　３．上記報酬等の額にはストックオプションによる報酬額及び取締役賞与支給見込額を含めております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関しては、企業価値の増大に寄与し、短期及び中長期の業績向上に対するインセンティ

ブが有効に機能すること、また、情報通信ネットワーク構築のリーディングカンパニーとして、優秀な人材が確保できる水準であることを基本方針

としております。

　その報酬総額は株主総会の決議により定められた報酬等上限枠の範囲内において決定しております。

　取締役の報酬は基本報酬・賞与・ストックオプションで構成され、その具体的内容は以下のとおりであります。

　基本報酬は、役位に応じた固定報酬とし、経営環境・世間水準を考慮して適正な水準で設定しております。

　賞与は、当事業年度の連結利益による業績連動を基本として、経営環境等を総合的に勘案して決定しております。

　ストックオプションは、企業価値向上への意欲を一層高めるため、中長期インセンティブとして役位に応じて付与しております。

　社外取締役及び監査役の報酬は、業務執行から独立した立場であることから、固定の基本報酬のみとしております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役及び社外監査役に対しては、関連部署が各種資料の提供・説明等を適時実施することで、適切な意思決定・意見形成のための実

効的な連携に努めております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

石川　國雄 相談役 経済団体活動、社会貢献活動等 【勤務形態】　非常勤　　【報酬】有 2013/6/21 2020年９月

村上　治 名誉顧問 経済団体活動、社会貢献活動等 【勤務形態】　非常勤　　【報酬】無 1997/6/27 任期の定めなし

貝淵　俊二 名誉顧問 経済団体活動、社会貢献活動等 【勤務形態】　非常勤　　【報酬】有 2003/6/27 任期の定めなし

髙島　征二 名誉顧問 経済団体活動、社会貢献活動等 【勤務形態】　非常勤　　【報酬】有 2008/6/23 任期の定めなし

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 4 名



その他の事項

１.相談役、名誉顧問の任命に際しては、取締役会の決議を要します。

２.相談役、名誉顧問は、当社の業務執行および監督には一切関与しません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、執行役員制度を採用し、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離して、コーポレート・ガバナンスの一層の強化を図るととも

に、迅速かつ的確な意思決定及び執行を行っております。

　取締役会は、重要事項の決定及び業務執行の監督を行い、執行役員は取締役会の決定に基づき、業務を執行します。また、当社は経営会議

を開催し、重要な業務の執行に関する事項についての協議を行っております。

　さらに、取締役会の内部機関として「指名委員会」「報酬委員会」を設置し、企業統治の更なる充実に努めております。指名委員会は取締役候補

の選解任等に関する審議を、報酬委員会は取締役報酬・賞与等に関する審議を行い、取締役会へ所要事項を報告しております。

　内部監査については、業務監査を中心に、当社全部門及びグループ子会社を対象として監査を実施しております。監査役監査については、監

査の方針・監査計画等に従い、取締役会その他重要な会議への出席、取締役などからその職務の執行状況の聴取、主要な事業所・子会社の業

務及び財産状況の監査を実施しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　取締役会における取締役相互の牽制と、監査役の実効的な監査の実施により、経営監視面で有効に機能する体制が整っているものと考えてお

ります。

　社外取締役及び社外監査役が当社の企業統治において果たす機能及び役割は、社外取締役については、豊富な経験と幅広い識見を踏まえ

た発言を行うことにより、独立した立場から当社の経営の監督・監視機能を果たすと考えております。また、社外監査役については、客観的な立場
で高い専門性、豊富な経験と幅広い識見に基づく視点を監査に活かすことで、経営監視機能を果たすと考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

　第５１回定時株主総会（2005年6月）より、株主総会招集通知の早期発送を実施しており
ます。また、第６０回定時株主総会（2014年6月）より、発送に先駆け、当社ホームページ、
議決権電子行使プラットフォーム、及び東京証券取引所のウェブサイトに掲載しておりま
す。

集中日を回避した株主総会の設定
　第５０回定時株主総会（2004年6月）より集中日を回避して定時株主総会を開催しており
ます。

電磁的方法による議決権の行使

　電磁的方法による議決権の行使については、第５１回定時株主総会（2005年6月）より導
入しており、携帯電話等による議決権の行使も可能としております。また第５３回定時株
主総会（2007年6月）より、東京証券取引所等により設立された株式会社ＩＣＪが運営する
機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームにも参加しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

　第５３回定時株主総会（2007年6月）より、機関投資家が議決権を行使しやすい環境を提
供することを目的に、議決権電子行使プラットフォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供
　当社ホームページ及び東京証券取引所のウェブサイトに招集通知（要約）の英文を掲載
しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

　当社は、株主・投資家を含むあらゆるステークホルダーの当社に対する理

解を促進し、適正な評価と信頼を得ることを目的として、当社に関する情報を

公平かつ適時適切に開示するとともに、積極的でわかりやすいＩＲ活動を行っ

ております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

　第２四半期決算および期末決算の年二回説明会を開催しております。それ

ぞれ決算発表後約１週間の間に開催しており、毎回数十名程度のアナリスト

等が参加しております。
あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
　代表取締役が北米・欧州を中心とした海外投資家を毎年訪問し、業績等の

説明を行っております。 あり

IR資料のホームページ掲載

　当社ホームページにおいて、会社・経営・株式情報・ニュースリリース等を紹

介しているほか、決算短信、決算説明会資料、月次受注状況等の各種資料を

経年で掲載しております。

　また、海外の株主・投資家向けに英文サイトを設け、各種英文資料等を掲載

しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
　経営企画部に専任者２名を配置しております。

その他
　代表取締役が国内外の機関投資家に、経営方針・決算状況等を直接説明

しております。また、事業・現場説明会を随時開催しております。



３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　当社は、日々の事業活動を通じて、「技術力を培う　豊かさを求める　社会に貢献する」と
いうグループ理念を具現化し、社会的責任を果たしていくことを、ＣＳＲ基本方針に明記し、
公開しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

　社長を委員長とするＣＳＲ委員会を設置し、グループ全体で様々な活動を実施しておりま
す。

　これらの活動内容を記載した「統合報告書（コーポレートレポート）」を毎年発行し、当社
ホームページに掲載しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社グループは、「技術力を培う 豊かさを求める 社会に貢献する」という企業理念を基本とし、その実現のため、当社グループ取締役及び使

用人一人ひとりが誠実性と透明性をもった企業経営を実践してまいります。

　当社取締役会において決議した、業務の適正を確保するための体制に関する基本方針は次のとおりであります。

(1)取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・法令及び社会規範・企業倫理の遵守を経営の最優先事項と位置づけ、それを確固たるものとする仕組みとしてコンプライアンス・プログラムを制

定し、取締役は自ら当該プログラムを実践するとともに使用人に周知徹底を図る。使用人は同プログラムに従い誠実に業務を遂行する。

・また、コンプライアンスに関するリスクの未然防止と早期解決を図るため内部通報制度を設置する。

・社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、弁護士や警察等とも連携して、毅然とした姿勢で組織的に対応する。

(2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役の職務の執行に係る情報については、文書及び記録の管理に関する規程に則り、その保存及び管理を適正に実施する。

・また、当該情報について、監査役からの閲覧請求があった場合、同規程に定める文書管理責任者は速やかに提出する。

(3)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・リスク管理に係る規程に則り、代表取締役社長の下にリスク管理体制を整備し、その充実を図る。

・リスク管理部門は、各部門によるリスクの抽出、評価、対応策の実施状況を把握するとともにリスク管理の推進を図る。

・内部監査部門は独立した立場から監査を実施する。

(4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制

・代表取締役社長は取締役及び使用人が共有する全社的な目標を定め、この浸透を図るとともに、目標達成に向けて各部門が実施すべき具体

的な施策を策定し、取締役会の承認を得る。

・また、代表取締役社長をはじめ、取締役は、全組織的な会議の場を活用し、円滑な業務執行のための情報交換や指示・支援を行う。

・職務の執行に当たっては社内システムを活用し、事業計画の進捗状況の管理を行うとともに、取締役会が定期的にレビューを実施する。

(5)当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・当社は、財務報告に係る内部統制の基本方針に則り、適切に報告する体制及び運用状況を定期的・継続的に評価する仕組みを整備し、グルー

プ企業の財務報告の信頼性と適正性を確保する。

・グループ企業の営業成績、財務状況その他経営上重要な情報については、当社が定める子会社運営規程等において、グループ企業に対し、

当社への報告又は当社の承認を得ることを義務づける。

・当社は、当社グループ全体のリスク管理に係るリスク管理規程を策定し、グループ全体のリスクを網羅的・統括的に管理する。

・当社は、グループ企業の取締役の職務執行の効率性を確保するため、当社グループの中期経営計画を策定し、また、グループ事業を統括する

部門を設置するとともに、グループ社長会議等により円滑な業務運営に努める。

・当社は、グループコンプライアンス・マニュアルを作成し、グループ企業の全ての取締役、監査役及び使用人に周知徹底する。

・当社は、グループ企業の取締役、監査役及び使用人を対象とした、法令遵守等に関する研修を毎年実施し、コンプライアンス意識の醸成を図

る。

・当社内部監査部門は、グループ企業各社の業務の有効性、適正性の監査を実施する。

(6)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

・監査役がその職務を補助すべき使用人を設置することを求めた場合は、 業務執行から独立した専属の組織を設置する。

(7)前号の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・上記の補助者の人事異動・人事評価・懲戒処分は監査役会の承認を得ることとし、また、当該補助者は他部門を兼務せず、もっぱら監査役の指

揮命令に従わなければならないこととする。

(8)取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

・監査役会報告規程に則り、取締役及び使用人は、適時、適切に監査役会に報告する。

(9)子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制

・グループ企業の取締役、監査役及び使用人は、当社監査役から業務執行に関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報

告を行う。

・当社リスク管理部門は、定期的に当社監査役に対する報告会を実施し、当社グループにおけるコンプライアンス、リスク管理等の現状を報告す

る。

(10)前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

・当社は、当社監査役へ報告を行った当社グループの取締役、監査役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行う
ことを禁止する。

(11)監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

針に関する事項

・監査役がその職務の執行について必要と認められる費用又は債務の処理を当社に対し請求したときは、当社は速やかに当該費用を支払い、

又は債務を処理する。

(12)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・当社は、監査役に対して、取締役及び使用人からヒアリングを実施する機会を保障するとともに、監査役は、代表取締役社長、監査法人とそれぞ
れ定期的に意見交換会を開催する。



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、弁護士や警察等とも連携して、毅然とした姿勢で組織的に対応

することを基本方針としております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の概要

　当社グループは、重要な決定事実及び決算に関する情報については、取締役会などの決議・決定が行なわれた時点で適切に情報開示を行っ

ております。また、重要な発生事実に関する情報については、その発生を認識した時点で迅速に開示しております。

　さらに、投資家の投資判断に影響を及ぼすと判断される情報などについても積極的に開示し、経営の透明性を高めるよう努めております。

　なお、情報開示手続きについては、東京証券取引所の電子開示システム（ＴＤｎｅｔ）への登録受付終了後、同取引所内の記者クラブへ当該資料

を配布するとともに、当社ホームページへの掲載も併せて行っております。




